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− 定　性　的　事　項 −
１．自己資本の調達手段の概要

当組合の自己資本は、出資金および利益剰余金等で構成されています。なお、2026年3月期の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。
①発行主体：淡陽信用組合　　②資本調達手段の種類：普通出資　　③コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：1,285百万円

２．自己資本の充実度に関する評価方法の概要

自己資本の充実度に関して、自己資本比率は国内基準である4％を上回っており、経営の健全性・安全性を確保しています。一方、将来の自己資本充
実策については、年度毎に掲げる事業計画に基づく業務推進を通じて、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策とし、また、
さらに多くの組合員（出資金）の募集を推進することにより充実を図る方針としています。

３．信用リスクに関する事項
⑴リスク管理の方針及び手続きの概要

信用リスクとは取引先の財務状況の悪化などによる倒産等により、当組合の資産の価値が減少または消失し損失を被るリスクをいいます。
信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散のほか、与信ポートフォリオ管理として自己査定による債務者区分別、業種別、さらに
は与信集中によるリスクの抑制のため大口与信先の管理など、さまざまな角度から分析しています。また、一連の信用リスク管理の状況について
は、定期的に経営会議、理事会に報告する態勢としています。
なお、貸倒引当金は、当組合の「自己査定基準」及び「償却・引当の計上基準」に基づき、適正な引当を行っています。

⑵リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4つです。なお、エクスポージャーの種類毎に適格格付機関の使い分けは行っていません。

　○株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）                               ○株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
　○ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）  ○スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）
４．信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には預金担保、有価証券担保、保証、クレジット・デリバティブなどが該
当します。
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、有価証券、不動産等、保証には人的保証、信用保証協会保証、民間保証等がありますが、その手続きについては、当組
合が定める事務取扱手続き等により、適切な事務取扱及び適正な評価を行っています。
また、当組合が自己資本比率の算出過程で採用している信用リスク削減手法としては、自組合預金積金や上場株式などの適格金融資産担保、独立行政法人住
宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）による保証があります。なお、お客様が期限の利益を喪失された場合には、全ての与信取引の範囲内において、預金相殺を用
いる場合がありますが、その際には、当組合が定める各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や諸手続きを省略して払戻充当します。

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
保有する投資信託等に内包する派生商品取引はありますが、当組合自らが行う当該取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項
　該当ありません。
７．オペレーショナル・リスクに関する事項
⑴リスク管理の方針及び手続きの概要

オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であり、もしくは機能しないこと、または外生的な事象によ
り損失を被るリスクをいいます。　
当組合はオペレーショナル・リスクについて、事務リスク、システムリスク、法的リスク、人的リスク、有形資産リスクに区分して管理しています。また、「オペ
レーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管理規程」を定め、リスクを認識のうえ評価しています。

⑵オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
標準的計測手法かつILMを「１」としてオペレーショナル・リスク相当額を算出しています。

８．出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
当組合の銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに該当するものは、上場株式、非上場株式、株式関連投資信託、全国信用協同組合連
合会や投資事業組合等への出資金です。
当組合では「市場リスク管理規程」、「資金運用基準」に基づき運用・管理を行っており、上場株式、株式関連投資信託にかかるリスクについて
は、時価評価やVaRによるリスク量の計測等により把握・認識しています。また、これらを経営会議等へ報告し、適切な管理に努めています。
一方、非上場株式や全国信用協同組合連合会等への出資金等については、業務上の保有で投資目的ではありません。なお、当該取引にかかる会計処
理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従い適正に処理しています。

９．銀行勘定における金利リスクに関する事項
　37ページに記載していますので、そちらをご覧ください。	

顧客保護等管理態勢等

自己資本の充実の状況

当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、こ
れを遵守します。
１．組織としての対応
　　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。
２．外部専門機関との連携
　　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築

します。
３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
　　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一切の関係を遮断し、

反社会的勢力からの不当な要求には応じません。
４．有事における民事と刑事の法的対応
　　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
　　当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。

反社会的勢力に対する基本方針

自己資本の充実に関する事項



〈自己資本の構成に関する開示事項〉
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− 定　量　的　事　項 −

（注）�自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合
連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出していま
す。なお、当組合は国内基準を採用しています。

� （単位：千円、％）

自己資本の充実に関する事項

項　　　　　　　　　　　目 2024 年度 2025 年度

コア資本に係る基礎項目　　　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 14,464,309 14,766,593 

うち、出資金及び資本剰余金の額 1,300,463 1,285,467 
うち、利益剰余金の額 13,215,553 13,532,685 
うち、外部流出予定額（△） 51,707 51,559 
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 111,035 107,128 
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 111,035 107,128 
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額　　（イ） 14,575,344 14,873,721 
コア資本に係る調整項目　　　　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 17,015 14,144 

うち、のれんに係るものの額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 17,015 14,144 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― ―
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前払年金費用の額 ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ― ―
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 ― ―
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額　　（ロ） 17,015 14,144 
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））     （ハ） 14,558,329 14,859,577 
リスク・アセット等                  （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 116,939,773 113,773,016 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ― ―
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ― ―
勘定間の振替分 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 4,771,466 4,974,214 
フロア調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額（ニ） 121,711,299 118,747,230 
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 11.96% 12.51%
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（注）	 1.	 所要自己資本の額＝リスク・アセットの額 ×４％
	 2.	「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
	 3.	�� 「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の

中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のこと
です。

	 4.	「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
		  ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
		  ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
		  ③３ヵ月以上限度額を超過した当座貸越であること
	 5.	� 「その他」とは、（ⅰ）～（xiii）に区分されないエクスポージャーです。具体的には有形固定資産、無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。	
	 6.	 当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
	 7.	 当組合は、標準的計測手法かつ ILM を「１」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。
	 8.	 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

� （単位：百万円）〈自己資本の充実度に関する事項〉

項　　　　　　　　　　　目
2024 年度 2025 年度

リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 116,939 4,675 113,773 4,548 

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 115,334 4,613 112,869 4,514 
（ⅰ）ソブリン向け 1,530 61 1,444 57 
（ⅱ）金融機関向け 21,228 849 20,055 802 

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 686 27 697 27 
（ⅲ）カバード・ボンド向け ― ― ― ―
（ⅳ）法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 26,419 1,056 27,859 1,114 

特定貸付債権向け 166 6 155 6 
（ⅴ）中堅中小企業等・個人向け 7,735 309 7,427 297 

トランザクター向け 107 4 105 4 
（ⅵ）不動産関連向け 36,198 1,447 35,176 1,407 

自己居住用不動産等向け 3,359 134 3,158 126 
賃貸用不動産向け 3,867 154 3,282 131 
事業用不動産関連向け 28,970 1,158 28,735 1,149 
その他不動産関連向け ― ― ― ―
ADC 向け ― ― ― ―

（ⅶ）劣後債権及びその他資本性証券等 3,809 152 4,010 160 
（ⅷ）延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 2,139 85 2,463 98 
（ⅸ）自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 105 4 223 8 
（ⅹ）株式等 1,933 77 2,644 105 
（ⅺ）重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―
（ⅻ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通

出資等及びその他外部 TLAC 関連調達手段に該当する
もの以外のものに係るエクスポージャー　　　

9,531 381 7,772 310 

（�）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資
本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係る
エクスポージャー

1,111 44 1,111 44 

（�）その他 3,591 143 2,682 107 
② 証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 1,544 61 853 34 

ルック・スルー方式 1,544 61 853 34 
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1,250％） ― ― ― ―

④ 未決済取引 ― ― ― ―
⑤ �他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに

係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかった
ものの額

― ― ― ―

⑥ CVA リスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法） 52 2 44 1 
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー 8 0 5 0 

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 4,771 190 4,974 198 
BI 3,180 3,316 
BIC 381 397 

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 121,711 4,868 118,747 4,749 



エクスポージャー区分 　信用リスクエクスポージャー期末残高

延 滞 等
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

地域区分 
業種区分 
期間区分

貸出金、コミットメント及び 
その他のデリバティブ以外 
のオフ・バランス取引

債　　　券 デリバティブ取引

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

国 内 268,543 259,132 116,623 116,356 67,989 65,998 ― ― 2,842 3,257 

国 外 15,189 14,479 ― ― 15,189 14,479 ― ― ― ―

地 域 別 合 計 283,732 273,612 116,623 116,356 83,179 80,478 ― ― 2,842 3,257 

製 造 業 19,727 19,661 5,373 4,188 14,319 15,418 ― ― 533 172 

農 業 、 林 業 540 428 540 428 ― ― ― ― 1 4 

漁 業 740 664 740 664 ― ― ― ― 11 9 

鉱業、採石業、砂利採取業 8 8 0 0 ― ― ― ― ― ―

建 設 業 8,619 8,271 7,417 6,862 1,201 1,402 ― ― 126 187 

電気・ガス・熱供給・水道業 7,305 6,994 1,102 990 6,203 6,004 ― ― ― 1 

情 報 通 信 業 2,276 1,972 44 36 2,207 1,907 ― ― ― ―

運 輸 業、 郵 便 業 9,779 9,575 2,857 2,765 6,913 6,715 ― ― 74 71 

卸 売 業、 小 売 業 11,705 11,003 8,284 7,581 3,406 3,408 ― ― 752 700 

金 融 業、 保 険 業 105,230 96,817 9,011 9,014 19,083 17,684 ― ― ― ―

不 動 産 業 43,646 41,147 38,110 36,814 5,527 4,325 ― ― 124 827 

物 品 賃 貸 業 2,488 3,080 27 18 2,461 3,062 ― ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 1,348 1,199 1,348 1,199 ― ― ― ― 23 21 

宿 泊 業 2,495 3,061 2,495 3,061 ― ― ― ― 217 94 

飲 食 業 2,419 2,536 2,118 2,003 300 501 ― ― 367 385 

生活関連サービス業、娯楽業 3,324 3,745 2,924 3,244 400 501 ― ― 3 10 

教 育、 学 習 支 援 業 237 228 36 28 200 200 ― ― ― ―

医 療 、 福 祉 187 142 187 142 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 の サ ー ビ ス 3,389 3,227 2,982 2,820 400 400 ― ― 40 87 

そ の 他 の 産 業 91 93 91 93 ― ― ― ― 9 7 

国・地方公共団体等 32,194 34,594 11,640 15,646 20,553 18,947 ― ― ― ―

個 人 19,072 18,550 19,072 18,550 ― ― ― ― 557 675 

そ の 他 6,903 6,606 212 200 ― ― ― ― ― ―

業 種 別 合 計 283,732 273,612 116,623 116,356 83,179 80,478 ― ― 2,842 3,257 

１ 年 以 下 70,260 85,706 17,150 15,623 9,621 6,861 ― ―

１ 年 超 ３ 年 以 下 46,705 25,829 7,887 7,426 17,465 18,402 ― ―

３ 年 超 ５ 年 以 下 23,255 40,766 9,255 22,836 13,999 16,927 ― ―

５ 年 超 ７ 年 以 下 28,590 18,824 18,890 10,600 8,697 8,223 ― ―

７ 年 超 10 年 以 下 36,991 38,786 22,639 20,839 14,352 17,946 ― ―

10　　　年　　　超 56,795 48,162 38,355 36,447 18,440 11,714 ― ―

期間の定めのないもの 16,011 10,674 2,232 2,380 601 400 ― ―

そ の 他 5,121 4,860 212 200 ― ― ― ―

残 存 期 間 別 合 計 283,732 273,612 116,623 116,356 83,179 80,478 ― ―

− 27 −

〈信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）〉
●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）� （単位：百万円）

（注）	１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティ
ブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

	 ２．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
		  ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
		  ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
		  ③ 3 ヵ月以上限度額を超過した当座貸越であること
	 ３．上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分・期間区分などに分類することが困難なエクスポージャーです。具体的に

は現金、有形固定資産、無形固定資産等が含まれます。
	 ４．CVA リスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれていません。
	 ５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

自己資本の充実に関する事項
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●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等� （単位：百万円）

（注）	当組合は、特定海外債権を保有していませんので、「特定海外債権引当勘定」に係る引当は行っていません。

（注） 1．当組合は国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しています。
　　 2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

区　　　　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金
2024年度 182 92 ― 182 92

2025年度 92 83 ― 92 83

個別貸倒引当金
2024年度 915 939 7 907 939

2025年度 939 879 32 906 879

合 計
2024年度 1,097 1,031 7 1,089 1,031

2025年度 1,031 962 32 998 962

区　　　　　分

個　　別　　貸　　倒　　引　　当　　金
貸出金償却

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

製 造 業 271 276 276 30 271 276 276 30 ― ―

農 業 、 林 業 17 1 1 ― 17 1 1 ― ― ―

漁 業 24 23 23 22 24 23 23 22 ― ―

鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

建 設 業 49 48 48 58 49 48 48 58 ― ―

電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

運 輸 業 、 郵 便 業 33 32 32 31 33 32 32 31 ― ―

卸 売 業 、 小 売 業 311 329 329 313 311 329 329 313 ― 7 

金 融 業 、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

不 動 産 業 39 39 39 237 39 39 39 237 ― ―

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

学 術 研 究 、専 門・技 術 サ ービ ス 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

宿 泊 業 46 72 72 62 46 72 72 62 ― ―

飲 食 業 45 50 50 47 45 50 50 47 ― ―

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、娯 楽 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

教 育 、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

医 療 、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

そ の 他 の サ ー ビ ス 2 4 4 19 2 4 4 19 ― ―

そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

個 人 71 59 59 56 71 59 59 56 ― ―

合 計 915 939 939 879 915 939 939 879 ― 7 
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●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳� （単位：百万円）

自己資本の充実に関する事項

淡路市 東桃川鯉の谷渡し 神戸市 TOTTEI PARK 洲本市 先山赤穂市 赤穂市立歴史博物館

区　　　　　分

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後
リスク・ウェイトの
加重平均値（％）オン・バランス�

資産項目
オフ・バランス�
資産項目

オン・バランス�
資産項目

オフ・バランス�
資産項目 信用リスク・アセットの額

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

現金 2,685 2,678 ― ― 2,685 2,678 ― ― ― ― ― ―

我が国の中央政府及び中央銀行向け 8,169 8,368 ― ― 8,169 8,368 ― ― ― ― ― ―

外国の中央政府及び中央銀行向け 300 300 ― ― 300 300 ― ― 150 150 50 50

国際決済銀行等向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け 19,893 22,299 ― ― 19,893 22,299 ― ― ― ― ― ―

外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際開発銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け 2,700 2,700 ― ― 2,700 2,700 ― ― 270 270 10 10

我が国の政府関係機関向け 3,505 2,805 ― ― 3,505 2,805 ― ― 400 330 11 12

地方三公社向け 300 100 ― ― 300 100 ― ― 60 20 20 20

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 96,346 88,932 12 6 96,346 88,932 12 6 21,228 20,055 22 23

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 2,356 2,458 ― ― 2,356 2,458 ― ― 686 697 29 28

カバード・ボンド向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 51,117 53,726 1,796 1,312 50,377 52,987 461 282 26,419 27,859 52 52

特定貸付債権向け 190 177 ― ― 190 177 ― ― 166 155 87 88

中堅中小企業等向け及び個人向け 11,612 11,154 18,653 20,249 9,881 9,549 371 337 7,735 7,427 75 75

トランザクター向け ― ― 3,951 3,881 ― ― 238 234 107 105 45 45

不動産関連向け 42,348 40,575 ― ― 41,741 39,932 ― ― 36,198 35,176 87 88

自己居住用不動産等向け 8,516 7,957 ― ― 8,133 7,636 ― ― 3,359 3,158 41 41

賃貸用不動産向け 6,067 5,344 ― ― 5,995 5,304 ― ― 3,867 3,282 65 62

事業用不動産関連向け 27,603 27,273 ― ― 27,611 26,992 ― ― 28,970 28,735 105 106

その他不動産関連向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ADC向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣後債権及びその他資本性証券等 3,809 3,208 ― ― 3,809 3,208 ― ― 3,809 4,010 100 125

延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 1,843 2,191 76 6 1,769 2,103 6 1 2,139 2,463 120 117

自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 168 274 ― ― 168 274 ― ― 105 223 62 81

取立未済手形 17 32 ― ― 17 32 ― ― 3 6 20 20

信用保証協会等による保証付 25,419 22,183 ― ― 25,105 21,930 ― ― 649 673 3 3

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株式等 1,930 2,031 10 10 1,930 2,031 10 10 1,933 2,644 100 130

合　　　　　　　　　計 101,103 101,310

（注） 1．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
　　 2．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーの

オン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。
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●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳� （単位：百万円）

自己資本の充実に関する事項

区　　　　　　　　分

資 産 の 額 及 び 与 信 相 当 額 の    合 計 額 （ C C F ・ 信 用 リ ス ク 削 減 効 果 適 用 後 ）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5% 70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合　計

2024年度

現金 2,685 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,685

我が国の中央政府及び中央銀行向け 19,781 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 19,781

外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 300 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 300

国際決済銀行等向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け 8,282 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8,282

外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際開発銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け ― 2,700 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,700

我が国の政府関係機関向け ― 3,004 ― 501 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,505

地方三公社向け ― ― ― 300 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 300

金融機関、第一種金融商品取引業者
及び保険会社向け 12 ― ― 77,761 ― 18,083 ― ― ― 0 ― ― 501 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 96,359

第一種金融商品取引業者及び保険
会社向け ― ― ― 2,356 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,356

カバード・ボンド向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け
（特定貸付債権向けを含む。） ― ― ― 13,196 ― ― ― ― ― ― ― ― 23,621 ― ― ― ― 3,301 119 8,014 ― ― 2,584 ― ― ― ― ― ― ― ― 50,838

特定貸付債権向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 119 ― ― ― 71 ― ― ― ― ― ― ― ― 190

中堅中小企業等向け及び個人向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 238 ― ― ― ― ― 9,544 ― ― ― ― 469 ― ― ― ― ― ― ― ― 10,253

トランザクター向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 238 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 238

不動産関連向け ― 657 ― 1,320 592 2,534 ― 857 ― 750 ― 1,417 793 ― 366 ― 4,402 742 ― ― 5,204 ― ― 1,663 19,052 ― ― 1,385 ― ― ― 41,741

自己居住用不動産等向け ― 657 ― 1,320 592 1,592 ― ― ― 750 ― ― 793 ― ― ― 2,273 154 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8,133

賃貸用不動産向け ― ― ― ― ― 942 ― 857 ― ― ― 1,417 ― ― 366 ― ― 587 ― ― ― ― ― 1,663 ― ― ― 159 ― ― ― 5,995

事業用不動産関連向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,129 ― ― ― 5,204 ― ― ― 19,052 ― ― 1,225 ― ― ― 27,611

その他不動産関連向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ADC向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣後債権及びその他資本性証券等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,809 ― ― ― 3,809

延滞等向け
（自己居住用不動産等向けを除く。） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 375 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 296 ― ― ― ― 1,103 ― ― ― 1,775

自己居住用不動産等向けエクスポー
ジャーに係る延滞 ― 70 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 98 ― ― ― ― ― ― ― ― 168

取立未済手形 ― ― ― 17 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 17

信用保証協会等による保証付 18,612 6,493 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 25,105

株式会社地域経済活性化支援機構等
による保証付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株式等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,933 ― ― 1,933

合　　　　　計 49,374 12,925 ― 93,097 592 20,617 ― 857 ― 750 ― 1,656 25,592 ― 366 ― 4,402 13,589 119 8,014 5,204 ― 3,449 1,663 19,052 ― ― 6,297 1,933 ― ― 269,560

赤穂市 坂越の町並み姫路市 姫路ばら園 南あわじ市 大鳴門橋淡路市 明神崎
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●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳� （単位：百万円）

自己資本の充実に関する事項

区　　　　　　　　分

資 産 の 額 及 び 与 信 相 当 額 の    合 計 額 （ C C F ・ 信 用 リ ス ク 削 減 効 果 適 用 後 ）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5% 70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合　計

2025年度

現金 2,678 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,678

我が国の中央政府及び中央銀行向け 8,368 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8,368

外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 300 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 300

国際決済銀行等向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け 22,299 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 22,299

外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際開発銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け ― 2,700 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,700

我が国の政府関係機関向け ― 2,304 ― 501 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,805

地方三公社向け ― ― ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 100

金融機関、第一種金融商品取引業者
及び保険会社向け 6 ― ― 69,242 ― 18,187 ― ― ― 0 ― ― 1,501 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 88,938

第一種金融商品取引業者及び保険
会社向け ― ― ― 400 ― 2,057 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,458

カバード・ボンド向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け
（特定貸付債権向けを含む。） ― ― ― 14,098 ― ― ― ― ― ― ― ― 23,925 ― ― ― ― 3,803 110 7,981 ― ― 3,351 ― ― ― ― ― ― ― ― 53,270

特定貸付債権向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 110 ― ― ― 66 ― ― ― ― ― ― ― ― 177

中堅中小企業等向け及び個人向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 234 ― ― ― ― ― 9,322 ― ― ― ― 329 ― ― ― ― ― ― ― ― 9,887

トランザクター向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 234 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 234

不動産関連向け ― 523 ― 1,271 509 2,433 ― 887 ― 866 ― 1,200 568 ― 626 ― 4,460 321 ― ― 3,974 ― ― 1,491 18,870 ― ― 1,927 ― ― ― 39,932

自己居住用不動産等向け ― 523 ― 1,271 509 1,598 ― ― ― 866 ― ― 568 ― ― ― 2,185 112 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 7,636

賃貸用不動産向け ― ― ― ― ― 834 ― 887 ― ― ― 1,200 ― ― 626 ― ― 208 ― ― ― ― ― 1,491 ― ― ― 55 ― ― ― 5,304

事業用不動産関連向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,275 ― ― ― 3,974 ― ― ― 18,870 ― ― 1,871 ― ― ― 26,992

その他不動産関連向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ADC向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣後債権及びその他資本性証券等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,208 ― ― ― 3,208

延滞等向け
（自己居住用不動産等向けを除く。） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 401 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 585 ― ― ― ― 1,117 ― ― ― 2,105

自己居住用不動産等向けエクスポー
ジャーに係る延滞 ― 56 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 217 ― ― ― ― ― ― ― ― 274

取立未済手形 ― ― ― 32 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 32

信用保証協会等による保証付 15,196 6,734 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 21,930

株式会社地域経済活性化支援機構等
による保証付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株式等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,035 ― ― 2,035

合　　　　　計 48,549 12,318 ― 85,245 509 20,620 ― 887 ― 867 ― 1,434 26,697 ― 626 ― 4,460 13,447 110 7,981 3,974 ― 4,484 1,491 18,870 ― ― 6,252 2,035 ― ― 260,867

佐用町 目高集落 淡路市 緑の道しるべ深草公園 淡路市 アワイチモニュメント南あわじ市 薬王寺大鏡餅運び
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＜信用リスク削減手法に関する事項＞

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）
信用リスク削減手法

ポートフォリオ
適格金融資産担保 保　　　　証 クレジット・デリバティブ

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 5,087 5,073 737 580 ― ―

自己資本の充実に関する事項

告示で定めるリスク・
ウェイト区分

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCFの加重 
平均値（%）

資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）オン・バランス 

資産項目
オフ・バランス 

資産項目
2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

40％未満 177,855 168,434 11 5 ― ― 177,466 168,130
40％～70％ 32,542 33,867 3,979 3,888 10.00 10.00 32,769 34,088

75% 15,503 15,200 14,601 16,251 10.00 10.00 13,589 13,447
80% 119 110 ― ― ― ― 119 110
85% 8,316 8,470 1,064 710 40.00 34.00 8,014 7,981

90％～100％ 8,663 8,465 843 719 15.00 10.00 8,653 8,459
105％～130％ 20,851 20,613 ― ― ― ― 20,715 20,362

150% 6,387 6,370 39 ― 10.00 ― 6,297 6,252
250% 1,930 2,031 10 10 ― ― 1,933 2,035
400% ― ― ― ― ― ― ― ―

1,250％ ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ― ― ―

合　　　計 272,170 263,563 20,548 21,585 12.00 11.00 269,560 260,867
（注）�「CCF の加重平均値（%）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法適

用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

（単位：百万円）

〈派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項〉

（注） 1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　 2．上記「保証」には、告示（平成 18 年金融庁告示第 22 号）第 45 条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、	

第 46 条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

（単位：百万円）

区　　　　　　　分 2024年度 2025年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレントエクスポージャー方式 カレントエクスポージャー方式
グロス再構築コストの額の合計額 2 ―

グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額 ― ―

（単位：百万円）

区　　　　　　分
担保による信用リスク削減手法の 
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の 
効果を勘案した後の与信相当額

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度
①派生商品取引合計 196 190 196 190

（ⅰ）  外国為替関連取引 131 128 131 128
（ⅱ）  金利関連取引 6 6 6 6
（ⅲ）  金関連取引 ― ― ― ―
（ⅳ）  株式関連取引 33 40 33 40
（ⅴ）  貴金属（金を除く）関連取引 ― ― ― ―
（ⅵ）  その他コモディティ関連取引 ― ― ― ―
（ⅶ）  クレジット・デリバティブ 25 15 25 15

②長期決済期間取引 ― ― ― ―
合　　　　　　計 196 190 196 190
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該当ありません。

〈証券化エクスポージャーに関する事項〉

〈出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項〉

該当ありません。
（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

評　価　損　益
2024年度 2025年度

352 780
（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

●出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

区　　　　分 2024年度 2025年度
売 却 益 34 14
売 却 損 0 3
償 却 2 0

（注）損益計算書における損益の額を記載しています。

〈リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項〉

区　　　　　　分 2024年度 2025年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 3,373 2,360
マンデート方式を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー ― ―
フォールバック方式（1,250％）を適用するエクスポージャー ― ―

佐用町 瑠璃寺 南あわじ市 たまねぎ畑

（単位：百万円）

●貸借対照表計上額及び時価等
（単位：百万円）

区　　　　分
2024年度 2025年度

貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価
上 場 株 式 等 2,216 2,216 2,744 2,744 
非 上 場 株 式 等 1,178 1,178 1,178 1,178 
合 計 3,394 3,394 3,923 3,923 
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自己資本の充実に関する事項
〈金利リスクに関する事項〉

IRRBB1：金利リスク

項　　番

イ ロ ハ ニ

ΔＥＶＥ Δ N ＩＩ

当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 4,504 5,154 672 769

2 下方パラレルシフト 0 0 0 0

3 スティープ化 2,966 3,509

4 フラット化

5 短期金利上昇

6 短期金利低下

7 最大値 4,504 5,154 672 769

ホ ヘ

当期末 前期末

8 自己資本の額 14,859 14,558

（１）　リスク管理の方針及び手続きの概要
　　　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産・負債価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指します。
　　　当組合では「市場リスク管理規程」に基づき、VaR 及び IRRBB による金利リスク量を四半期毎に計測し、モニタリング、分析を行っています。また、計測結果を ALM
　　　委員会で協議し、資産・負債の最適化に向けたリスクコントロールに努めています。
　　　�なお、当組合では金利に感応する資産・負債（貸出金、有価証券、預け金、預金、借用金等）を対象として金利リスクを計測していますが、株式等の金利感応度の算定

が困難なものは価格変動リスクとして管理しており、計測の対象外としています。その他、ヘッジ会計等の金利リスクの削減手法は採用していません。

（２）　金利リスクの算定手法の概要
①　開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔ EVE 及びΔ NII に関する事項

・流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期：1.25 年
・流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期：2.5 年
・流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提：金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
・固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提：金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
・複数の通貨の集計方法及びその前提：1 通貨（円）のみであり、それ以外の通貨は保有していません。
・スプレッドに関する前提：考慮していません。
・内部モデルの使用等、Δ EVE 及びΔ NII に重大な影響を及ぼすその他の事項：内部モデルは使用していません。
・�前事業年度末の開示からの変動に関する説明：前事業年度末より計測方法の変更はありません。

②　内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定方法の概要
当組合は、信用組合業界で構築した SKC-ALM システムを用いて、VaR により金利リスク量を計測しています。
なお、VaR の計測にあたっては、モンテカルロ・シミュレーション法を採用し、観測期間 5 年、保有期間 240 日、信頼区間 99％を前提としています。

淡路市 五斗長垣内遺跡 赤穂市 大石神社

（単位：百万円）


